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地球温暖化問題に関する県民・事業者意識等実態調査結果【概要】 

 

 

 調査の目的 

 平成30年に改定した現行の「青森県地球温暖化対策推進計画」の見直しに当た

り、県民、児童・生徒及び事業者の地球温暖化問題に対する意識や関心、地球温

暖化防止のための取組状況などを把握し基礎情報とするため、アンケート調査を

実施した。 

 

 調査対象及び抽出方法 

○一般県民（標本数：2,000） 

 県内に居住する満 20 歳以上の男女について、住民基本台帳から無作為抽出

(市町村に依頼)。 

○児童・生徒（標本数：652） 

 教育事務所の所管する 6 地域から小、中、高それぞれ 1 校ずつを選定(教育

庁に協力依頼)。対象学年は、原則として小学校 5 年生、中学校 2 年生、高等

学校 2 年生とし、1クラス単位で調査を実施。 

○事業者（標本数：521） 

  県内で事業活動を行っている従業員50人以上の事業者について、東奥年鑑か

ら抽出。 

 

 調査方法 

 郵送調査 

 

 回収結果 

種 別 
標本数 

① 

総回答数 

② 

回答率 

(②/①×100) 

一般県民 2,000 874 43.7％ 

児童・生徒 

小学校 207 203 98.1％ 

中学校 224 212 94.6％ 

高 校 221 207 93.7％ 

不 明 － 8     － 

計 652 630 96.6％ 

事業者 521 292 56.0％ 

 

 調査期間 

 令和４年１月１７日～２月２２日 

 

 

  

資料４－１ 
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 回答者の属性 

 ○一般県民（N=874） 

  ①年齢                 

②職業 

③住宅の種類 

 

6.8%

13.5%

17.8%

20.5%

22.5%

17.5%

1.4%
20代 30代

40代 50代

60代 70歳以上

無回答

54.7%

6.4%

5.0%

18.3%

13.2%

0.8% 1.6%

給与所得者 自営業

農林漁業 無職

専業主婦・主夫 学生

無回答

89.2%

9.3%

1.5%

一戸建

アパートなどの共同住宅

無回答
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○児童・生徒（N=630） 

 （学校区分） 

 

○事業者（N=292） 

 ①業種 

 

 ②従業員規模 

 

 

2.7%

20.2%

24.7%

2.1%

12.7%

14.4%

2.7%

0.3%

3.4%

1.0%

11.0%

4.1% 0.7% 農林水産業

鉱業・建設業

製造業

電気・ガス・水道業

運輸・通信業

卸売・小売業

宿泊業・飲食サービス

金融・保険業、不動産業

生活関連サービス業

医療・福祉

その他サービス業

その他

無回答

57.5%

18.2%

7.2%

7.5%

8.9%

0.7%

１００人未満

１５０人未満

２００人未満

３００人未満

３００人以上

無回答

32.2%

33.7%

32.9%

1.3%

小学校

中学校

高校

無回答
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１ 一般県民アンケート 

（１）地球温暖化問題について 

 ①地球温暖化問題への関心度 

   県民全体では“とても関心がある”、“関心がある”を合わせた割合は 77.4％と前

回の 87.0％よりは若干低いが、依然として、高い結果となっている。 

    

 

 

  

16.6%

32.8%

37.2%

29.7%

32.5%

60.8%

54.2%

54.5%

58.9%

56.2%

14.9%

7.5%

5.6%

5.1%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和4年

平成28年

平成22年

平成16年

平成12年

とても関心がある 関心がある あまり関心がない

関心がない わからない 無回答

令和４年 Ｎ＝ 874

平成28年 Ｎ＝ 1015

平成22年 Ｎ＝ 787

平成16年 Ｎ＝ 808

平成12年 Ｎ＝ 747
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 ②関心がある地球温暖化対策 

   「再生エネルギーの利用」が 77.2％、「化石燃料からの再生可能エネルギーへの転

換への推進」が 71.6％と、いずれも高い割合となっている。一方、「住宅の省エネル

ギー化」は 22.1％にとどまる。 

 

 

 

  

77.2%

71.6%

63.4%

51.3%

40.3%

30.4%

22.1%

17.2%

12.8%

9.0%

7.3%

5.7%

4.2%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

再生可能エネルギー(太陽光、風力、水力、バイオマスなど)
の利用

化石燃料からの再生可能エネルギーへの転換への推進

エネルギーの地産地消・面的利用の促進

ビルなど建築物の省エネルギー化

省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進

脱炭素に資する製品・サービスの選択をはじめとする身近な

場面での取組を通じたライフスタイルの転換

住宅の省エネルギー化

次世代自動車の普及、燃費改善等

スマートブームの促進

廃棄物焼却量の削減

フロン類使用製品のノンフロン化

温室効果ガス吸収減対策としての森林整備

環境教育の促進・県民運動の推進

無回答
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 ③地球温暖化防止のための配慮行動 

    “ほぼ実行している”、“ときどき実行している”と回答した割合が「不必要な照

明はこまめに消す」「詰め替えのある商品を使用する」「資源ごみは分別して回収に

出す」「買い物はマイバックの持参によりレジ袋を仕様しない」「冷房器具を使用す

る際、使用時間や設定温度に気をつける」の設問で 90％を超えている 

 

69.1%

69.2%

75.4%

75.1%

59.0%

58.7%

54.8%

44.1%

32.0%

41.1%

51.6%

37.4%

34.4%

33.8%

34.3%

22.0%

37.0%

25.4%

15.2%

26.0%

8.5%

6.2%

26.5%

24.7%

16.8%

16.1%

31.4%

30.1%

30.9%

38.0%

47.5%

38.4%

27.6%

37.2%

37.0%

35.7%

34.9%

46.8%

26.3%

34.4%

31.6%

20.3%

35.7%

10.0%

2.2%

2.6%

4.2%

4.6%

5.1%

8.5%

8.9%

14.1%

16.0%

16.5%

13.0%

16.5%

21.1%

20.3%

17.6%

19.9%

22.7%

28.9%

34.4%

31.7%

44.4%

41.6%

16.4%

19.3%

39.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不必要な照明はこまめに消す

詰め替えのある商品を使用する。

資源ごみは分別して回収に出す

買い物はマイバックの持参によりレジ袋を使用しない

冷暖房器具を使用する際、使用時間や設定温度に気をつ

ける

テレビやラジオなどを付けっぱなしにしない

洗濯はできるだけまとめ洗いをする

食品ロスをださないように気をつける

掃除機やエアコンのフィルターを定期的に清掃する

冷蔵庫に物を詰めすぎたり、むやみに開けない

家族で風呂に入るとき、時間をあけずに入る

使い捨て製品(紙コップ)は使わない

家電製品は省エネ性能の高いものを選んで購入する

シャワーの使用回数、使用時間を短縮する

古紙を使ったトイレットペーパーを使用する

食料品を購入する際は、できるだけ県産品を選ぶ

宅配サービスをできるだけ一回で受け取る

待機電力を消費する製品は、使わないとき主電源を切っ

たり、電源プラグをコンセントから抜く

不用品は友人にゆずったり、交換したり、フリーマー

ケットで販売するなどしてリサイクルする

窓への断熱シート貼付けやドアへの隙間テープ貼付けを

する

環境問題に積極的に取り組んでいる企業の商品・サービ

スを選ぶようにする

生ごみをたい肥化する

ほぼ実行している ときどき実行している 今後実行したい 実行する予定はない 無回答
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 ④地球温暖化防止のための取組を進める上で支障になること 

   “現在のライフスタイルを変えるのは難しい”、“負担を伴う取組に抵抗を感じる”

が 30％程度であるが、一方で“地球温暖化防止の情報が少ない”、“特に支障を感じ

ていない”も同程度となっており、これらの割合については平成 28 年、平成 22 年の調

査とほぼ同様の結果となっている。 

 

 

                  

 

 

 

36.8%

32.5%

31.8%

27.1%

6.8%

4.9%

34.2%

33.2%

27.3%

28.5%

9.8%

6.5%

30.7%

30.1%

31.3%

32.4%

9.8%

8.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

現在のライフスタイルを変えるのは難しい

地球温暖化防止の情報が少ない

負担を伴う取組に抵抗を感じる

特に支障を感じていない

地球温暖化の影響を実感できないため取組の必要性

を感じない

無回答

令和４年 平成28年 平成22年
令和４年 N= 874

平成28年 N= 1015

平成22年 N= 787
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（２）住宅の省エネルギー化について 

 ①住宅の省エネルギー設備の導入状況 

 「ペアガラス、二重サッシ」「ＬＥＤ照明器具」「断熱材」の導入割合が約60％とな

っている。一方で、「太陽光発電」、「太陽熱温水器」の導入割合は10％を下回ってい

る。 

 

63.7%

58.2%

57.9%

62.7%

41.7%

6.6%

59.5%

54.3%

54.0%

25.2%

18.4%

12.1%

5.7%

3.8%

1.0%

2.5%

2.2%

2.4%

14.2%

13.7%

17.9%

25.6%

39.5%

55.4%

15.2%

15.3%

18.6%

26.9%

27.9%

35.5%

18.5%

17.4%

22.6%

18.8%

17.3%

21.3%

18.3%

23.3%

21.7%

8.0%

13.6%

32.9%

20.6%

25.5%

24.7%

43.4%

47.4%

48.8%

71.1%

71.6%

72.0%

74.0%

73.3%

71.2%

3.8%

4.7%

2.4%

3.7%

5.2%

5.1%

4.7%

4.9%

2.8%

4.6%

6.3%

3.7%

4.7%

7.1%

4.3%

4.7%

7.2%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和4年

平成28年

平成22年

令和4年

平成28年

平成22年

令和4年

平成28年

平成22年

令和4年

平成28年

平成22年

令和4年

平成28年

平成22年

令和4年

平成28年

平成22年

すでに導入している 今後導入したい 導入する予定はない 無回答

ペアガラス、

二重サッシ

LED照明器具

断熱材

太陽光発電

高効率の給湯

設備（エコキ

ュート等）

太陽熱温水器

令和4年 N= 874

平成28年 N=1015

平成22年 N= 787
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 ②導入を妨げる主な理由 

  （①で「導入する予定はない」と回答した者に対する質問。） 

   「導入する予定はない」と回答した割合が高かった「高効率の給湯設備」「太陽光

発電」「太陽熱温水器」をはじめ、各設備ともに、“費用負担が大きい”の割合が高く

なっている。    

 

 

 

 

52.2%

51.9%

49.6%

46.2%

45.0%

39.7%

22.1%

30.0%

25.1%

20.4%

33.9%

24.7%

3.5%

1.3%

1.3%

5.6%

0.6%

4.1%

6.9%

1.3%

0.8%

4.5%

1.1%

3.8%

11.6%

5.7%

5.0%

11.0%

4.8%

6.3%

5.8%

7.6%

7.2%

11.0%

9.3%

5.6%

5.8%

10.0%

8.3%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電

ペアガラス、二重

サッシ

高効率の給湯設備

（エコキュート

等）

太陽熱温水器

断熱材

ＬＥＤ照明器具

費用負担が大きい 現在の住宅には導入できない

効果に疑問がある 設置後のメンテナンスが面倒（負担）

既存設備の更新がもったいない 特に理由はない

無回答
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 ③住宅の省エネルギー化を進めるに当たって知りたいこと 

  “改修に必要な費用”が 75.9％、“関係法令や支援制度”が 45.8％、“改修により得ら

れる光熱費等の縮減効果”が 42.3％と続いており、住宅の省エネルギー化を導入するに当

たり、費用に関する情報の提供を望んでいる県民が多い結果となっている。 

また、“改修により得られる二酸化炭素の削減量”と回答した割合は 13.8％であり、削

減量自体については、関心が薄いことが推測される。 

 

 

 

 

 

 

  

75.9%

45.8%

42.3%

26.0%

25.6%

13.8%

13.4%

6.3%

71.6%

41.8%

47.0%

24.6%

27.4%

10.0%

13.5%

4.6%

74.6%

43.5%

46.8%

28.1%

23.8%

12.2%

14.5%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

改修に必要な費用

関係法令や支援制度

改修により得られる光熱費等の削減効果

技術的な知識

相談できる窓口

改修により得られる二酸化炭素の削減量

省エネルギー化に対応できる施工業者

無回答

令和4年 平成28年 平成22年 令和4年 N= 874

平成28年 N=1015

平成22年 N= 787
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（３）公共交通機関や自動車の利用状況 

  “概ね公共交通機関を利用”、“どちらかと言えば公共交通機関を利用”と回答し

た割合がいずれの項目でも 5％を下回っており“どちらかと言えば自家用車を利用”、

“概ね自家用車を利用”と回答した割合がすべての項目で 60％を超えていることから

自家用車への依存度が高い結果となっている。 

 

 

 

 

3.1%

3.8%

4.4%

1.0%

2.1%

1.9%

1.7%

4.1%

3.0%

4.9%

9.8%

8.8%

57.9%

47.3%

51.3%

31.4%

32.9%

30.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和４年

平成28年

平成22年

通勤時

概ね公共交通機関を利用 どちらかと言えば公共交通機関を利用

どちらとも言えない どちらかと言えば自家用車を利用

概ね自家用車を利用 無回答

令和4年 N= 874

平成28年 N=1015

平成22年 N= 787

3.2%

4.2%

6.6%

1.7%

3.8%

3.0%

2.2%

3.0%

4.6%

9.8%

16.2%

14.0%

73.1%

61.6%

61.2%

10.0%

11.2%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和４年

平成28年

平成22年

通院時

2.7%

4.0%

5.3%

1.3%

1.9%

3.6%

2.3%

4.4%

3.2%

11.1%

17.5%

16.0%

75.9%

62.4%

63.7%

6.8%

9.8%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和４年

平成28年

平成22年

買物時

1.8%

2.8%

4.3%

1.5%

2.8%

4.2%

3.7%

4.6%

5.2%

11.6%

16.7%

15.2%

72.2%

59.0%

59.2%

9.3%

14.1%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和４年

平成28年

平成22年

レジャー
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（４）再生可能エネルギー電力の購入 

 “購入していない”と回答した割合が 88.0％と非常に高い。その理由については、

「メリットが分からないから」が 40.6%で最も高く、「価格の安定性に不安があるか

ら」、「供給の安定性に不安があるから」も、30％以上となっている。 

 

 

【購入していない理由】（複数回答） 

 

 

 

5.4%

88.0%

6.6%

1 購入している 2 購入していない 無回答
N=769

40.6%

33.6%

32.2%

30.2%

23.3%

14.0%

10.0%

6.6%

17.8%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

メリットが分からないから

価格の安定性に不安があるから

手続きが面倒そうだから

供給の安定性に不安があるから

相談できる窓口がないから

今より料金が高くなるから

マンションやアパート等に入居していて、自分では購入

を決定できないから

知人・友人などが購入していないから

その他

無回答

n=769
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２ 児童・生徒アンケート 

（１）地球温暖化問題について 

 ①地球温暖化問題への関心 

   “とても関心がある”、“関心がある”と回答した割合がそれぞれ 8.9％、47.5％で

あり、50%以上が関心ありと答えている。 

 

 ②地球温暖化問題への意識 

 「ものの無駄づかいをしたり、大量のごみを出したりする今の生活は、改めた方がよ

い」、「環境を守ると社会全体が豊かになる」、「将来の環境のことを考えると心配

だ」、「地球温暖化問題は自分も影響がある問題だと思う」について、“とてもそう思

う”、“そう思う”と回答した割合が、80％を超え高い割合である。 

 

8.9%

47.5%

29.8%

4.1%

4.4%
5.2%

１ とても関心がある ２ 関心がある

３ あまり関心がない ４ 関心がない

５ わからない 無回答

N=630

57.6%

59.5%

41.1%

41.6%

27.5%

21.7%

21.4%

37.6%

30.3%

46.5%

43.3%

50.6%

48.1%

43.2%

3.2%

7.9%

9.7%

12.5%

18.4%

20.6%

29.0%

1.0%

1.7%

2.2%

2.1%

2.9%

8.9%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ものの無駄づがいをしたり、大量のごみを

出したりする今の生活は、改めた方がよい

環境を守ると社会全体が豊かになる

将来の環境のことを考えると心配だ

地球温暖化問題は自分にも影響がある問題

だと思う

地球温暖化防止のために積極的に行動した

い

自分も環境を悪化させている一人である

地球温暖化問題についてもっと知りたい

とてもそう思う そう思う あまりそう思わない そう思わない 無回答
N=630 
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③地球温暖化防止のための行動 

    「使っていない照明はこまめに消す」について“実行している”と回答した割合が

76.8％と最も高い結果となっている。 

また、「買い物の時はマイバックを用意し、レジ袋を使わない」「テレビやゲーム

機、パソコンなどの電源をつけっぱなしにしない」「資源ごみは分別して回収に出す」

も“実行している”と回答した割合が 70%を超えた高い割合である。  

 
 

 

 

 

76.8%

74.9%

72.1%

71.6%

60.6%

42.2%

41.6%

38.6%

18.6%

11.0%

8.4%

21.0%

21.1%

24.1%

24.1%

33.7%

44.6%

48.3%

47.0%

57.6%

62.5%

58.3%

1.4%

3.5%

3.5%

3.3%

5.2%

12.7%

9.8%

13.2%

23.3%

26.0%

33.0%

0% 50% 100%

使っていない照明はこまめに消す

買い物の時はマイバックを用意し、レジ袋を使わない

テレビやゲーム機、パソコンなどを付けっぱなしにしない

資源ごみは分別して回収に出す

冷房器具を使用するとき、使用時間や設定温度に気をつける

家族で風呂に入るとき、時間をあけずに入る

不用品は友人にゆずったり、交換するなどしてリサイクルす

る

シャワーの回数、時間を短くする

テレビやエアコンなどは、使わないとき電源プラグをコンセ

ントから抜く

環境問題について友人や家族と話し合う

環境関連のイベントなどに積極的に参加する

実行している 今後実行したい 実行するつもりはない 無回答

N=630
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 ④地球温暖化防止のための行動を始めたきっかけ 

  （③で１つでも「実行している」と回答した者に対する質問。） 

 “家族、親戚がやっていたから・家族、親戚に言われたから”と回答した割合が

61.1％と最も高く、次いで“環境問題に関心あったから”26.2％、“学校で環境につい

て勉強したから”23.8％と続いている。 

 また、経年変化に関しては、“学校で環境について勉強したから”が増加している。 

 

 

61.1%

26.2%

23.8%

2.2%

1.9%

14.3%

3.0%

62.3%

21.6%

20.6%

4.2%

3.9%

5.8%

12.1%

50.4%

27.1%

19.7%

3.5%

4.0%

19.9%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80%

家族、親せきがやっていたから、家族、親せきに言

われたから

環境問題に関心があったから(自分から進んで)

学校で環境について勉強したから

地域の行事に参加したから

友達がやっていたから

その他

無回答

令和4年 平成28年 平成22年
令和 4年 N=630

平成28年 N=637
平成22年 N=623



 

- 16 - 

 ⑤地球温暖化防止のための行動を実行したときの気持ち 

  （③で１つでも「実行している」と回答した人に対する質問。） 

 “あたり前のことをしたと思った”と回答した割合が 52.5％と最も高く、次いで

“気持ちが良かった” 23.0％、“世の中にとって良いことをしたような気持ちになっ

た” 18.7％と続いている。 

 また、経年変化に関しては、“あたり前のことをしたと思った”が増加している。 

 

 

52.5%

23.0%

18.7%

11.6%

10.2%

6.2%

10.3%

3%

46.0%

30.0%

14.6%

11.1%

9.7%

8.5%

4.1%

8.5%

44.9%

28.6%

18.1%

10.6%

10.3%

10.1%

12.4%

5.3%

0% 20% 40% 60%

あたりまえのことをしたと思った

気持ちがよかった

世の中にとって良いことをしたような気持ちになっ

た

面倒だった

家族や友人にもやるように伝えたいと思った

疲れた

その他

無回答

令和4年 平成28年 平成22年 令和 4年 N=630

平成28年 N=637

平成22年 N=623
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３ 事業者アンケート 

（１）地球温暖化問題への関心 

 “とても関心がある”、“関心がある”と回答した割合が、84.6％と、地球温暖化問

題に関する関心は高い。 

 

（２）地球温暖化防止に向けて必要と考える取組み 

 “ごみの減量化やリサイクルを進める”と回答した割合が80.8％と最も高く、次いで

“事業を行うにあたってエネルギーの効率的な利用を進める”が63.4％と続く。 

 経年変化では、“事業を行うにあたってエネルギーの効率的な利用を進める”が60％

を超えるようになっているほか、“風力発電や太陽光発電など二酸化炭素排出の少ない

クリーンエネルギーの使用を進める”が増加傾向にある。 

 

17.8%

66.8%

11.6%

0.3%
2.7% 0.7%１ とても関心がある ２ 関心がある

３ あまり関心がない ４ 関心がない

５ わからない 無回答

N=292

80.8%

63.4%

30.5%

30.1%

21.2%

8.2%

7.9%

3.1%

0.7%

74.9%

40.3%

30.7%

25.1%

1.8%

1.4%

2.1%

80.7%

41.4%

32.1%

21.8%

4.3%

1.1%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ごみの減量化やリサイクルを進める

事業を行うにあたってエネルギーの効率的な利用を進める

環境に関する社内教育を充実させる

風力発電や太陽光発電など二酸化炭素排出の少ないクリー

ンエネルギーの使用を進める

環境に関する他社の取組等を積極的に取り入れる

環境に関する取組を広く一般に提供する

吸収減対策として事業所敷地内の緑化等を進める

その他

無回答

令和４年 平成28年 平成22年
令和 4年 N＝292
平成28年 N＝283
平成22年 N＝280
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（２）地球温暖化防止に向けた新たな取組み等について 

 ①新たな取組等についての関心の有無 

    “関心がある”と回答した割合について「LED 等の高効率照明の導入」「事業所にお

ける電力使用量やエネルギー使用量の「見える化」」「次世代自動車の購入・リース」

の割合が、それぞれ、94.9%、83.9%、66.4%と高い。 

 

94.9%

83.9%

66.4%

51.0%

46.9%

42.8%

42.5%

41.8%

38.7%

31.8%

30.8%

28.4%

27.7%

27.4%

26.4%

26.0%

24.7%

23.6%

3.4%

13.0%

30.5%

44.5%

49.3%

50.3%

49.3%

54.8%

56.5%

63.4%

64.7%

67.5%

66.1%

67.8%

69.5%

68.8%

70.9%

71.9%

1.7%

3.1%

3.1%

4.5%

3.8%

6.8%

8.2%

3.4%

4.8%

4.8%

4.5%

4.1%

6.2%

4.8%

4.1%

5.1%

4.5%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

LED等の高効率照明の導入

事業所における電力使用量やエネルギー使

用量の「見える化」

次世代自動車の購入・リース

再生可能エネルギー電力の購入

風力発電や太陽光発電などの再生可能エネ

ルギーの自社導入

省エネルギーセンターによる省エネルギー

診断サービス

県の事業を活用した省エネルギー診断

サーキュラーエコノミーへの移行

エネルギーマネジメントシステムの導入

J-クレジット制度への参加

エネルギー管理士等の専門家の活用

ESG投資への対応

ESCOサービスの利用

建物のZEB化

RE100プロジェクトへの参加

LCEM手法の活用

バイオ燃料の利用

木質ペレット・ボイラーの利用

N=2921 関心がある ２ 関心がない 無回答



 

- 19 - 

 ②新たな取組等への対応状況 

  （①で「関心がある」と回答した者に対する質問） 

 半数以上の者が “関心がある”と回答している「LED 等の高効率照明の導入」「事

業所における電力使用量やエネルギー使用量の「見える化」」「次世代自動車の購入・

リース」「再生可能エネルギー電力の購入」ついて、実際の導入状況を聞いたところ、

「LED 等の高効率照明の導入」は 80％が実際に導入済みであるが、その他の取組につい

ては導入済みと回答した者は 50％に満たない。 

 

80.0%

42.1%

28.4%

8.5%

20.9%

13.6%

9.3%

18.3%

1.1%

20.7%

6.5%

5.0%

2.6%

3.9%

4.1%

1.4%

4.3%

7.6%

12.6%

11.6%

24.2%

14.8%

15.7%

10.4%

7.6%

7.3%

9.0%

11.5%

8.1%

8.8%

6.4%

10.4%

5.4%

4.1%

8.6%

10.6%

7.4%

46.4%

47.4%

76.8%

63.4%

76.0%

83.1%

74.3%

89.9%

67.8%

85.5%

86.3%

91.0%

85.7%

90.5%

94.5%

87.1%

81.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

LED等の高効率照明の導入

事業所における電力使用量やエネルギー使用

量の「見える化」

次世代自動車の購入・リース

再生可能エネルギー電力の購入

風力発電や太陽光発電などの再生可能エネル

ギーの自社導入

省エネルギーセンターによる省エネルギー診

断サービス

サーキュラーエコノミーへの移行

エネルギーマネジメントシステムの導入

J-クレジット制度への参加

エネルギー管理士等の専門家の活用

県の事業を活用した省エネルギー診断

ESG投資への対応

ESCOサービスの利用

建物のZEB化

RE100プロジェクトへの参加

LCEM手法の活用

バイオ燃料の利用

木質ペレット・ボイラーの利用

１ 導入済み ２ 導入に向けて検討中 ３ 情報収集に止まっている
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 ③新たな取組等の導入のために必要な支援 

 「助成制度や融資制度を整備」と回答した事業者が60.6％と最も高く、次いで、「知

識や利用の方法などわかりやすい情報提供」が53.4％%となっており、地球温暖化防止

に向けた新たな取組みや制度等の導入に当たっては、約50％以上の事業者が、経済的支

援あるいは情報提供を望んでいる結果となっている。 

 また、経年変化に関しても、ほぼ同様の傾向となっている。 

 

60.6%

53.4%

38.4%

30.5%

25.7%

23.3%

2.7%

6.5%

65.7%

62.9%

33.6%

31.1%

30.4%

27.2%

1.8%

6.4%

70.0%

60.4%

31.1%

32.1%

32.1%

31.8%

3.6%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80%

助成制度や融資制度を整備

知識や利用の方法などわかりやすい情報提供

技術開発による設備の機能向上やコスト削減

自治体のモデル事業的な取組

公共施設等での率先的な利用

研修や講習会などの開催

利用を促進するNPOなどの活動を支援

無回答

令和４年 平成28年 平成22年
令和4年 N=292

平成28年 N=283

平成22年 N=280


